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産地間・自治体間連携支援事業のうち

自治体間連携活動支援事業

令和４年度有機農業推進総合対策事業のうち
有機農産物安定供給体制構築事業
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■テーマ：
有機栽培認証圃場の農業団地化

■参加自治体：
６６自治体

■内容：
有機農業に取り組む市町村の首長から、現在進められ
ている有機農業の取組についてご発表いただいた。

その後、地域のオーガニックを推進する上で自治体の
役割として農地をまとめ、オーガニック認証をしやすい場
所を提供することが大事になることから、黒石市より事例
発表を行っていただいて農地の集約方法や地域の合意と
りつけなどに関するノウハウを提供いただいた。

また株式会社アグリーンハートの佐藤氏より、休耕地を
有機ほ場へと転換することでふるさと再生へと繋がったこ
とや、「食育」と「食」を提供する機会になる学校給食への
有機食材推進についての活動紹介があった。

セミナー後の質疑応答の中では、有機JAS認証を取得
する農地の選定などに関する質問が寄せられた。

１．令和４年度第1回 自治体向けオーガニックセミナー 開催
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■テーマ：
有機農業の生産・販売促進

■参加自治体：
7５自治体

■内容：
第2回は事例共有セミナーとしてレストラン業者である株
式会社きじま、佐賀県佐渡市、島根県浜田市に登壇頂き、
ノウハウ提供を頂いた。

その中で株式会社きじまから、売り手と買い手をどう繋げ
ていくか、オーガニックの価値をどう消費者に伝えるか等
の課題を解決するべき、という話がでておりうなずく参加
者も多かった。

また佐渡市からは学校給食の取組から島内のみならず
島外での消費への波及といった発表があり、浜田市から
は民間企業と連携した有機栽培の試験的実施について
説明を頂いた。

２．令和４年度第2回 自治体向けオーガニックセミナー 開催
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３．オーガニックビレッジ・第３回自治体オーガニックセミナー

■参加人数：
886名（登録者数）
※オンライン配信時の最大アクセス人数は1240。
（32道府県205市町村）

■内容：
「有機農業の日」イベントとして、全国のオーガニックビ
レッジの活動事例を紹介した。

農林水産大臣及び農林水産大臣政務官の参加の下、各
自治体から「地域の学校との連携した農業教育」、「新規・
若手農業者有機農業技術講習会の開催」、「県内ホテル
のシェフと栄養教諭が連携し有機給食メニューの開発」、
「規格外品を利用した加工品の開発」など様々な地域に
根差した取組の紹介が行われた。

また後半は第3回自治体オーガニックセミナーとしてオー
ガニックビレッジ推進を支援する団体に自治体への提案
を行う形で開催をした。その中でも「農業技術」に関する
質問が多くでて改めて基礎技術の普及がベースになるこ
とを確認できた。
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４．自治体エキスポへの参加

2022年6月29日～7月１日に開催された自治体エキスポに出展を行い、取組の紹介や興
味のある自治体との商談を行った。

■来場者：218名

■自治体とのコネクション：
有機農業に興味のある23自治体と接点を持ち、
オーガニックプロデューサー事業や有機農産
物新規取り扱い支援事業の紹介を個別に行っ
た。

■報告：
有機農業の意義や効果などや有機農業に取り
組む自治体の事例、農林水産省が取り組む事
業を通常の食品系の展示会で会うことのない
自治体へ説明を実施し、理解の醸成を促した。
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